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について（市町村分）
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平成１９年度の普通交付税が７月３１日に決定された。

普通交付税は、地方交付税法第１０条第３項の規定に

より、遅くとも毎年８月末日までに決定することと

されているが、今年度についても地方交付税法等の

一部を改正する法律が３月中に成立したことを受け、

１４年連続で７月中に決定されたところである。

＜全国の状況＞

今年度の普通交付税の総額は１４兆２,９０３億円で、う

ち市町村分が６兆２,３００億円、道府県分が８兆６０３億円

であり、昨年度と比較すると、△６,６２４億円、４.４％

の減（市町村分△２,７０２億円、４.２％の減、道府県分

△３,９２２億円、４.６％の減）となっている。

なお、平成１３年度から、財源不足額の補てん措置

として、従来の交付税特別会計の借入金方式に替え

て臨時財政対策債を発行することとされており、基

準財政需要額の一部が臨時財政対策債に振り替えら

れているが、今年度はその金額が２兆６,３００億円と昨

年度と比べ９.５％の減となっている。

したがって、地方交付税総額（特別交付税を含む）

１５兆２,０２７億円と臨時財政対策債総額２兆６,３００億円

を合算した実質的な交付税額は１７兆８,３２７億円で、昨

年度に比べ５.２％の減となっている。

また、今年度よりいわゆる新型交付税の導入に伴

い、平成１８年度算定までの「経常経費」「投資的経

費」「公債費等」の区分が廃止され、「包括算定経費」

「個別算定経費」「公債費等」の区分により整理され

ている。

基準財政需要額（市町村分については、一般算定

と合併算定替を単純に合算したものによる。以下、

基準財政収入額についても同じ。）では、「包括算定

経費」「個別算定経費」の合計は、市町村分が２１兆

２,０６２億円、道府県分が１９兆４,４６６億円で、昨年度の

｢経常経費｣「投資的経費」の合計と比較して、それ

ぞれ１.９％の減、１.８％の減となっている。これは交

付税算入対象となる児童手当を含めた社会保障関係

経費（一般行政経費（補助））が増加している一方、

給与関係経費、投資的経費（単独）等が抑制されて

いること等によるものである。

市町村分の増要因としては、児童手当制度の拡充

に伴う「社会福祉費」の増、介護給付費及び老人医

療給付費の増に伴う「高齢者保健福祉費」の増等が

挙げられる。

減要因としては、給与費の減、投資的経費の減、

道府県民税徴収取扱交付金の増に伴う「徴税費」の

減等がある。

公債費については、市町村分が２兆５,４２４億円で昨

年度比１０.４％の増、道府県分が２兆８,０３９億円で７.６％

の増となっている。道府県分・市町村分ともに、「臨

時財政対策債償還費」の増加などによるものである。

また、臨時財政対策債振替額は、市町村分・都道

府県分ともに１兆３,１５０億円で今年度比９.５％減とな

っている。その結果、臨時財政対策債振替後の基準

財政需要額は、市町村分で２２兆４,３３６億円、昨年度比

０.１％減、道府県分で２０兆９,３３５億円、昨年度比０.１％

減となっている。

基準財政収入額では、市町村分が１７兆６,５７７億円で

昨年度に比べ２.７％の増（交付団体で２.２％の増）、

道府県分が１３兆６,７２６億円で４.５％の増（交付団体で

３.７％の増）となっている。これは、道府県分・市

町村分ともに景気動向等を反映して住民税所得割・

法人関係税が増えたのが主な要因である。なお、所

得割の増には定率減税の廃止及び税源移譲に伴う増

を含むものである。

その結果、交付基準額は、市町村分で昨年度比

４.３％減の６兆２,５９９億円、道府県分で４.８％減の８

兆９１５億円となっている。これは、景気動向等を反映

した法人関係税の増収の伸びが、税収構造上ウェイ

トの高い道府県分で大きくなったことなどによる。

この結果、今年度の道府県分と市町村分の配分割合

は、道府県分５６.４％、市町村分４３.６％となり、昨年

度に比べて市町村分に０.１ポイントシフトした。（第

１表）

不交付団体の数は、都道府県では、昨年度と同様

に２団体（東京都・愛知県）、市町村では１８６団体で、

市町村については交付から不交付になったものが２２

団体（うち調整率によるもの１団体）、不交付から交

付となったものが５団体で、結果１７団体増加してい

る。

Ⅰ 決定の概要
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調整率については、０.００１７１０２４０と決定され、そ

の影響額は６１０億９２百万円となった。（第２表）

なお、府内市町村（大阪市・堺市含む。以下同じ。）

の影響額は２２億７４百万円であった。

＜府内の状況＞

府内市町村の決定総額は１,６９４億７百万円で、昨

年度と比べると４３２億９１百万円、２０.４％減となった。

全国の市町村分よりも府内市町村分が減少している

のは、基準財政需要額が全国平均を上回る減少であ

ったことに加え、基準財政収入額では、基準財政収

入額に占める割合が、全国よりも比較的高い法人税

割の増加が大きく影響していることが主な要因であ

る。不交付団体数は、昨年度の６団体から高石市が

交付団体となり、５団体となった。また、これらの

不交付団体の財源超過額は、１０９億７３百万円であり、

昨年度と比べて３１億９２百万円、４１.０％の増となっ

た。（第３表・第４表）

基準財政需要額については、個別算定経費と包括

算定経費との合算額では、給与費の減や投資的経費

の縮減もあり、昨年度と比べると３.１％の減となった

（全国市町村は１.９％の減）。

公債費については、「臨時財政対策債償還費」、「減

税補てん債償還費」などが増加したことにより８.６％

の増となった（全国市町村は１０.４％の増）。

この結果、基準財政需要額は、臨時財政対策債振

替前比較で１.９％減（全国市町村は０.７％減）、振替

後で１.３％の減となった（全国市町村は０.１％の減）。

一方、基準財政収入額では、所得割が定率減税の

廃止及び税源移譲に伴い増となり、法人税割につい

ても引き続き大幅な増となったため、総額では２.２％

の増となっている（全国市町村２.７％の増）。

平成１９年度の地方財政は、地方税収入や地方交付

税の原資となる国税収入の大幅な増加が見込まれる

一方で、公債費が高い水準で推移することや社会保

障関係経費の自然増、交付税特別会計借入金の大規

模な償還が開始されること等により、依然として大

幅な財源不足が生じるものと見込まれた。このよう

な非常に厳しい地方財政の状況の中で、歳出につい

ては、「基本方針２００６」に沿って、国の歳出予算と

歩を一にして見直すこととされ、定員の純減や給与

構造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事

業費の抑制を図り、これらを通じて、地方財政計画

の規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧

縮を図ることとする上で、地方交付税の現行法定率

を維持しつつ、地方公共団体の安定的な財政運営に

必要な地方税、地方交付税等の一般財源の総額を確

保することを基本として地方財政対策が講じられた。

その概要は次のとおりである。

まず、交付税特別会計の借入金残高が約５３兆円に

Ⅱ 地方財政対策

第１表　道府県分と市町村分の配分割合の推移

第２表　平成１９年度調整率算出基礎
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も達する現状を踏まえ、地方財政健全化のため、新

規借入を行わないこととし、既往の借入金について、

国・地方の負担区分に応じてそれぞれ償還責任を明

確にするとともに、計画的な償還を開始することと

された。また、平成１９年度から平成２１年度の間は、

平成１８年度までと同様、財源不足のうち建設地方債

（財源対策債）の増発等を除いた残余については、引

き続き国と地方が折半して補てんすることとされた。

このうち、国負担分については国の一般会計からの

加算によって、地方負担分については臨時財政対策

債によって補てん措置を講じることとされた。また、

臨時財政対策債の元利償還金相当額については、そ

の全額を後年度の基準財政需要額に算入することと

された。

以下、個々の項目について具体的に説明する。（第

５表）

①　交付税特別会計借入金の償還について

ア 既往の交付税特別会計借入金のうち、国の負
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第３表　算定結果の概要

第４表　不交付団体数の推移（当初算定ベース）
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担額１８兆６,６４８億円を平成１９年４月１日から国の

一般会計借入金として振替整理する措置が講じ

られた。この結果、当該債務は、以後、国債費

として償還されることとなる（平成１９年度１兆

７,３２２億円）。

イ 交付税特別会計借入金のうち、地方の負担額

３４兆１,５０９億円については、現行の償還期限で

ある平成３８年度までの償還計画を新たに作成し

た上で、平成１８年度補正予算から計画的な償還

を行うこととされた。

②　通常収支の不足の補てんについて

通常収支については、４兆４,２００億円の財源不足が

生じることとなった。

これについては、まず建設地方債（財源対策債）

の増発によって１兆５,９００億円を補てんすることとさ

れた。その上で残る２兆８,３００億円について、地方が

負担する既発の臨時財政対策債の元利償還等に係る

臨時財政対策債の発行額２兆６,３００億円及び「地方特

例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律」附

則第４条第１項に規定する特別交付金２,０００億円によ

り補てん措置を講ずることとした結果、国と地方が

折半して補てんすべき財源不足額は生じないことと

なった。

なお、特別交付金（恒久的減税による減収を補て

んする制度であった減税補てん特例交付金が平成１８

年度をもって廃止されたことに伴う経過措置として

設けられた交付金）については、平成１９年度の交付

額４,０００億円、平成２０年度の交付額２,０００億円とされ

ていたが、地方税収の動向を踏まえ、総額（６,０００億

円）を変えない範囲で、交付期間が２年から３年に

延長され、平成１９年度から平成２１年度までの各年度

の交付額は２,０００億円とされた。

③　児童手当制度の拡充に伴う財源措置

児童手当については、３歳未満の児童に対する手

当の月額を一律１万円とする制度拡充が行われるこ

とになり、平成１８年度からの制度拡充分と合わせ、

地方負担の増加については、地方特例交付金（児童

手当特例交付金）で措置された（平成１９年度１,１２０億

円）。

なお、平成２０年度以降は、平成１９年度与党税制改

正大綱において、「少子化対策のための国・地方を通

じて必要な財源の確保について、税制の抜本的・一

66 自治大阪 ／ 2008 － 2

第５表　平成１９年度地方財政対策の概要
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体的改革の中で検討する」とされたことを踏まえ、

対応することとされている。

④　決算かい離の一体的是正に伴う財源措置

平成１９年度においても、ハードからソフトへと政

策転換を進める地方の実情に応じ、平成１７年度及び

平成１８年度に引き続き、地方財政計画歳出の投資的

経費（単独）を１兆２,０００億円（一般財源ベースで

６,０００億円）減額する一方、一般行政経費（単独）

を６,０００億円（全額一般財源）増額することにより、

地方財政計画と決算の一体的なかい離是正が行われ

た。この結果、かい離は概ね解消する見込みとなっ

た。このかい離是正分の一般財源に相当する地方財

源不足分については、他の財源不足と同様、基本的

にはその１／２を国が、１／２を地方が負担するこ

ととされているが、平成１９年度は全額臨時財政対策

債により措置することとされ、今後５年で、段階的

に通常の財源不足の補てん措置に移行することとさ

れている。

なお、この間において、本来であれば国負担分と

なる分との差額については、後年度に交付税総額に

加算することにより調整することとされている。

交付税法附則第３条には、「政府は、地方財政の状

況等にかんがみ、当分の間、第６条第２項の規定に

より算定した交付税の総額について、法律の定める

ところにより、交付税の総額の安定的な確保に資す

るため必要な特例措置を講ずること」と定められて

いる。この規定に基づき、平成１９年度分の交付税総

額の特例を定める規定として、同法附則第４条が３

月の交付税法等の一部改正法により改正された。そ

の結果、地方交付税総額の算定基礎は第６表のとお

りとなった。

一般会計から繰り入れる地方交付税の額（入口

ベ－ス）は、次の①～②により １４兆６,１９６億円

となっている。

この一般会計からの繰入額（入口ベ－ス）に次の

③～⑥の額を加算、控除した額 １５兆２,０２７億円

（対前年度当初△７,０４５億円、４.４％減）が交付税特

別会計における地方交付税総額（出口ベ－ス）とな

っており、このうち普通交付税は１４兆２,９０３億円（同

△６,６２３億円、４.４％減）、特別交付税は９,１２４億円

（同△４２２億円、４.４％減）となっている。

①　所得税及び酒税の収入見込額　１８兆４００億円の

３２％に相当する額５兆７,７２８億円、法人税の収入見

込額１６兆３,５９０億円の３４％に相当する額５兆５,６２１億

円、消費税の収入見込額１０兆６,４５０億円の２９.５％に相

当する額３兆１,４０３億円並びに国たばこ税の収入見込

額９,２６０億円の２５％に相当する額２,３１５億円の合計額

１４兆７,０６６億円

②　過年度精算分 △８７０億円（注１）

③　交付税特別会計借入金償還額 △５,８６９億円

④ 交付税特別会計借入金等に係る利子支払のため

の控除額 △５,６６１億円

⑤　剰余金の活用等 ２,１５３億円

⑥　前年度からの繰越金 １兆５,２０８億円

（注１）平成１９年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額

から、平成９年度及び平成１０年度に係る精算額のうち平

成１９年度分の精算額を減額することとされた。

１　基準財政需要額

（１）費目及び測定単位に関する事項

① 簡素な新しい基準による基準財政需要額の算

定（新型交付税）の導入

地方行財政の各分野にわたり、国の法令や補

助金等による細かな規制、関与が行われている

ことに対応して、交付税の算定方法は複雑なも

のとなっており、「地方分権推進計画」（平成１０

年５月閣議決定）や累次の「基本方針」におい

て算定を簡素化すべきとの指摘が行われてきた。

このような指摘を受けて、経費の種類の統合、

都道府県分の補正係数の半減等の取り組みが行

われてきたが、更なる算定方法の簡素化を図る

とともに、交付税の予見可能性を高める観点か

ら「国の基準づけがない、あるいは弱い行政分

野」について、人口と面積を基本とした簡素な

Ⅳ 算定方法の主な改正点Ⅲ 平成１９年度地方交付税総額
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基準による基準財政需要額の算定（新型交付税）

が導入された。

平成１９年度においては、①経常経費のうち

「企画振興費」及び「その他の諸費」並びに②

「道路橋りょう費」及び「港湾費」を除く投資的

経費が、新型交付税としての「包括算定経費」

へ移行された。

また、投資的経費については、道路橋りょう

費及び港湾費を除き、原則として「包括算定経

費」において一括して算定することとなったこ

とから、経常経費と投資的経費の区分が廃止さ

れた。
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新型交付税の導入により、単位費用の項目数

が市町村分では平成１８年度において５３であった

ものが３６へと減少した。（第７表）

新型交付税の制度設計にあたっては、①過疎

団体をはじめ人口が少ない団体ほど人口１人あ

たりの行政経費が割高になることについては

「包括算定経費（人口）」に段階補正を適用する

ことで反映し、宅地や田畑等の土地利用形態に

よる行政コスト差については「包括算定経費

（面積）」に種別補正を適用することで反映する

とともに、②新たに設けられた「地域振興費」

において離島や寒冷地における特別な財政需要

をこれまでと同様に算定することにより、各地

方公共団体の現実の財政運営に支障が生じない

よう適切に対処することとされた。

②　その他の費目及び測定単位の改正点

ア　「高齢者保健福祉費」の測定単位の改正

平成１４年８月の老人保健法の改正により、老

人保健法上の老人医療の対象年齢が７０歳以上か

ら７５歳以上に５年間をかけて段階的に引き上げ

ることに合わせて、「高齢者保健福祉費」の老人

医療給付費負担金の測定単位についても「７０歳

以上人口」から「７５歳以上人口」に毎年度段階

的に１歳ずつ引き上げる経過措置を適用してい

たが、平成１９年度においては「７５歳以上人口」

が測定単位となる。

イ　「林野水産行政費」の測定単位の改正

平成１８年度までの「その他の産業経済費」に

おいては、林業、水産業及び鉱業に係る財政需

要を算定していたが、鉱業に係る財政需要につ

いては、主要な鉱山が閉山するとともに、採

石・砂利採取事業等についても実際の財政需要

がほとんどなくなっていることから、平成１９年

度より基準財政需要額として算定しないことと

され、費目の名称を「その他の産業経済費」か

ら「林野水産行政費」に改められるとともに、

測定単位である「林業、水産業及び鉱業の従業

者数」が「林業及び水産業の従業者数」に改め

られた。

（２）単位費用に関する事項

今年度の単位費用は第８表のとおりである。

①　主要な改正点

今年度の単位費用に関しては、給与構造改革等

に基づく給与単価の減、「基本方針２００６」におけ

る定員純減目標も踏まえた地方公務員の定員純減

の反映、地方公共団体における歳出効率化の取組

等を踏まえた物件費の見直し、追加財政需要額の

「包括算定経費」一括計上により、平成１８年度に比

してマイナスとなっている費目が多い。なお、ア

～スは個別算定経費に係るもの、セ～ソは包括算

定経費に係るものである。

ア 「消防費」については、地方財政計画にお

いて消防職員の規模是正（３,０００人）が行わ

れたことにより、消防吏員が１１５人から１１７人

へ増員された（単位費用は０.９％の減）。

イ 「道路橋りょう費（道路の面積）」について

は、工事請負費・需用費等の経費節減により

８.０％の減となった。

一方、「道路橋りょう費（道路の延長）」は、

従来の投資的経費を算定するものであるが、

国の予算や地方財政計画における投資的経費

の縮減を反映し、８.４％の減となった。

ウ 「港湾費（外郭施設の延長）」及び「漁港費

（外郭施設の延長）」については、いずれも従

来の投資的経費を算定するものであるが、単

位費用で措置されている財源対策債の元利償

還金が増加することにより、それぞれ２.４％、

１.５％の増となった。

エ 「公園費（都市公園の面積）」については、

都市公園の面積の全国的な増加に伴い、標準

団体行政規模が見直された（６００千㎡→６５０千

㎡）ことにより、単位費用が６.６％の減とな

った。

オ 「小学校費（学級数）」及び「中学校費（学

級数）」については、学校図書館図書整備費が

増加するものの、教育用コンピューター整備

台数の見直し等により、全体ではそれぞれ

６.０％、５.２％の減となった。

「小学校費（学校数）」及び「中学校費（学
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校数）」については、新たに特別支援教育支援

員を配置することに伴い、それぞれ９.０％、

０.２％の増となった。

カ 「高等学校費（生徒数）」については、新型

交付税の導入に伴い、従来投資的経費（高等

学校費）で算定していた経費の一部をこの費目

で算定することとなり、３９.４％の増となった。

キ 「生活保護費」については、母子加算の見

直しや生活保護受給障害者の人工透析に係る

医療扶助を障害者自立支援医療において支弁

することとしたこと等に伴う扶助費の減によ

り、３.１％の減となった。

ク 「社会福祉費」については、児童手当の制

度拡充等により２.１％の増となった。なお障害

者自立支援法に係る経費が平年度化したこと

に伴い、身体障害者福祉費、知的障害者福祉

費を障害者自立支援費等諸費に統合し、障害

者福祉に係る経費として算入された。

ケ 「高齢者保健福祉費」については、６５歳以

上人口を測定単位とするもの及び７５歳以上人

口を測定単位とするものいずれについても、

平成１７年度国勢調査（確定値）の公表により、

算定に用いる測定単位を平成１２年度国勢調査

結果から平成１７年度国勢調査結果に置き換え

たことに伴い、その数値が平成１８年度に比し

て大幅に増加したことから、これによって割

り返した単位費用が減少することとなり、そ

れぞれ１１.９％、７.０％の減となった。

コ 「清掃費」については、実態調査を踏まえ

た収集経費の減やごみの有料化の推進に伴う

ごみ処理手数料の増等により６.１％の減となっ

た。

サ 「農業行政費」については、従来投資的経

費（農業行政費）で算定していた経費の一部

をこの費目で算定すること、農地・水・環境

保全対策事業に要する経費が措置されたこと

等に伴い、２３.０％の増となった。

シ 「林野水産行政費」については、新型交付

税の導入に伴い、従来投資的経費（その他の

産業経済費）で算定していた経費の一部をこ

の費目で算定したこと、測定単位の変更に伴う

標準団体の行政規模の見直しにより、７４.５％

の増となった。

ス 「徴税費」については、歳入となる道府県

民税徴収取扱交付金の増加等により、１６.５％

の減となった。

以下は、包括算定経費についてである。

セ 「包括算定経費（人口）」については、平成

１８年度の算定費目である経常経費のうち企画

振興費及びその他の諸費、投資的経費のうち

都市計画費、公園費、下水道費、その他の土

木費、小学校費、中学校費、その他の教育費、

社会福祉費、高齢者保健福祉費、清掃費、農

業行政費、その他の産業経済費、企画振興費

及びその他の諸費の統合・見直しが行われ創

設された。

その際、統合・見直しの対象となった経費

について、①地方財政計画に基づく定員合理

化等に伴う職員の減員、②平成１９年度におけ

る地方財政計画と決算のかい離是正調整分の

措置、③公共施設等の耐震診断に要する経費

の措置、④国会議員の選挙等の執行経費の基

準に関する法律の改正に伴う「長・議会選挙

費」の見直し、⑤少子化対策に係る経費の算

入等の改定が行われた。

ソ 「包括算定経費（面積）」については、平成

１８年度の算定費目である経常経費のうちのそ

の他の諸費、投資的経費のうちの農業行政費、

その他の産業経済費及びその他の諸費の統

合・見直しが行われ創設された。その際、統

合・見直しの対象となった経費について、平

成１９年度における地方財政計画と決算のかい

離是正調整分の措置等の改正が行われた。

②　給与改善費及び追加財政需要額

給与改善費については、平成１９年度の国の予算

において計上しないこととされたことを踏まえ、

地方財政計画においても計上されなかった。した

がって、給与改善費については、基準財政需要額

に算入しないこととされた（平成１５年度より同様

の措置）。
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追加財政需要額については、年度途中における

予測しがたい財政需要に備えるため、地方財政計

画には昨年度と同額の５,７００億円が計上された。平

成１９年度においては、地方財政計画計上額のうち

災害分を除くものの概ね２分の１程度が包括算定

経費に算入されている（平成１８年度は各費目の給

与関係経費に応じて各費目で算入）。

（３）補正に関する事項

今年度の補正に関する主な改正点は、以下のとお

りである。

①　態容補正

ア　普通態容補正

普通態容補正に用いられている共通係数は、

各費目に共通する「行政の一般的質量の差」を

反映させるもので、その基礎に給与差を用いて

いる。また、個別係数は、各費目に固有の行政

の質量差を反映させるものである。

給与構造改革により、民間賃金の地域格差が

適切に反映できるように調整手当が廃止され、

新たに地域手当が導入された。これに伴い、平

成１７年度までは種地別に共通係数が算出されて

いたが、１８年度から地域手当の支給割合に基づ

いて定める「地域手当の級地」別に共通係数を

設定することとされた。

ただし、最長平成２１年度までの間、国家公務

員の地域手当の支給割合については、従前の調

整手当の支給割合と地域手当の支給割合の差異

が段階的に縮小するよう経過措置が講じられる

ことから、それまでの間においては、当該経過

措置による支給割合を反映した「地域手当の級

地区分」別に共通係数を設定することとされた。

平成１９年度の「地域手当の級地区分」別の共

通係数は、経過措置による地域手当の支給割合

のほか、地方公務員給与実態調査結果を踏まえ

た本俸等の額に基づき、次のとおり算出されて

いる（参考に道府県分の共通係数も示す）。

一方、個別係数については種地別に算定され

るが、地方財政計画における一般行政経費の抑

制、最近の決算の状況、地方団体の予算計上に

おけるシーリングの状況等を勘案して、平成１８

年度において一律３％程度の削減が行われたと

ころであるが、平成１９年度においても同様の削

減を行うこととされた。

個々の費目の改正点は以下のとおりである。

「消防費」において、「消防本部及び消防署を
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置かなければならない市町村を定める政令」に

基づき指定された町村以外の町村等に対する行

政権能差による補正（乗率０.４）は平成１５年度

をもって廃止された。新たに、消防本部及び消

防署を置き消防活動を開始している市町村以外

の市町村に対する補正率が平成１６年度から設け

られたが、平成１９年度においては、この補正率

が０.８に引き上げられた（平成１８年度０.７）。

「生活保護費」において、扶助費の基準単価

差を種地別に単価差率を設けて反映することと

されているが、平成１９年度においても厚生労働

省の扶助基準に基づき種地ごとの単価差が見直

されている。また、平成１９年度においては指定

都市における「要保護世帯向け長期生活支援資

金」の貸付原資に係る費用が普通態容補正の権

能差により算入された。

「社会福祉費」及び「高齢者保健福祉費」に

おいて、従来、指定都市及び中核市に対して委

譲された事務に係る施設整備費については、旧

「社会福祉費（投資）」及び旧「高齢者保健福祉

費（投資）」の投資補正により反映されていた

が、１９年度より、それぞれの費目において普通

態容補正の権能差により反映することとされた。

「地域振興費」において、普通態容補正Ⅲ

（隔遠地補正）は、隔遠地であることにより増嵩

する出張旅費や通信運搬費、投資的経費に係る

増加需要額を算定しようとするものである。平

成１８年度までは、旧「その他の諸費（経常・人

口）」及び「その他の諸費（投資・人口）」にお

いて一括して算入されていたが、今年度より地

域振興費（人口）において算入することとされ

た（府内市町村は該当なし）。

イ　経常態容補正

経常態容補正は、人口の年齢別構成等、市町

村の種地または級地と関係のない態容に基づく

行政経費の差異のうち、経常経費に係るものを

需要額に反映するための補正である。

平成１９年度からは「頑張る地方応援プログラ

ム」の交付税措置として、「魅力ある地方」を目

指して前向きに取り組み、行政改革の実績を示

す指標や製造品出荷額などの９つの成果指標が

全国標準以上に向上した地方公共団体に対して、

その程度に応じて行う基準財政需要額の割増算

定を経常態容補正により行うこととされた。

割増算定にあたっては、「政令市・中核市・特

例市」「一般市」「町村」にグループ分けして成

果指標を比較することを基本とし、グループ分

けしない方が条件不利地域をより多く含む「町

村」の状況をより反映する成果指標については、

グループ分けせずに比較することとされた。そ

して、成果指標がグループ平均以上（グループ

分けしない場合は全国平均以上）の地方公共団

体を対象に２倍を上限として割増算定が行われ

た。成果指標については変化率を用いることを

基本としつつ、一部の指標については絶対値と

変化率を併用することで「これまでの頑張り」

を反映することされた。なお、全国平均以上に

歳出を削減している過疎・離島の市町村について

は、通常の割増をさらに２倍することとされた。

なお、平成１８年度まで適用されていた「行革

インセンティブ算定」については、「頑張る地方

応援プログラム」の一環として実施されること

となった。

個々の費目の改正点は、以下のとおり。

ｉ）「頑張る地方応援プログラム」による交付税

措置関係

「社会福祉費」においては、少子化対策に

前向きに取り組む地方公共団体において所要

額の増加が見込まれる少子化対策に関する経

費について、出生率（変化率及び絶対値）を

成果指標として算定することとされた。

＜算式＞

｛（α＋β）／２－１｝×連乗補正係数×γ

α：成果指標（出生率の変化率）が全国平均以

上であることによる割増係数（１≦α≦２）

算式：０.４３×当該市町村の成果指標＋１.３４６０

成果指標：⑮～⑰出生率平均（‰）

－⑭～⑯出生率平均（‰）

β：成果指標（出生率の絶対値）が全国平均以

上であることによる割増係数（１≦β≦２）
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算式：０.１２×当該市町村の成果指標－３.１６２０

成果指標：出生数／修正後女性人口（年齢階層

別出生率を反映した人口）

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.０３４０）

「清掃費」においては、循環型社会の構築に

前向きに取り組む地方公共団体において所要額

の増加が見込まれる廃棄物の減量化対策や分別

収集経費について、１人あたりのごみ処理量

（変化率及び絶対値）を成果指標として算定する

こととされた。

＜算式＞

｛（α＋β）／２－１｝×連乗補正係数×γ

α：成果指標（１人あたりのごみ処理量の変化

率）が全国平均以上であることによる割増

係数（１≦α≦２）

算式：（特別区・指定都市・中核市・特例市）

－２５.３８×当該団体の成果指標＋０.４８７

（一般市）

－２１.７４×当該団体の成果指標＋０.９８７

（町村）

－１１.３０×当該団体の成果指標＋１.０４２

成果指標：（⑯１人あたりごみ処理量－

成果指標：（⑬１人あたりのごみ処理量）／

成果指標：（⑬１人あたりのごみ処理量×１／３

β：成果指標（１人あたりごみ処理量の絶対値）

が全国平均以上であることによる割増係数

（１≦β≦２）

算式：－８.３９×当該市町村の成果指標＋４.３４０

成果指標：⑯ごみ処理量／⑯住基人口

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.０５１３）

「農業行政費」においては、地場産品の発

掘・ブランド化や田舎での定住促進に前向きに

取り組む地方公共団体において所要額の増加が

見込まれる経営振興やふるさと担い手育成等の

農業振興関係経費について、農業産出額を成果

指標として算出することとされた。

＜算式＞

（α－１）×連乗補正係数×γ

α：成果指標が全国平均以上であることによる

割増係数（１≦α≦２）

算式：１４.６８×当該市町村の成果指標＋１.１３２

成果指標：（⑮～⑰農業産出額平均

－⑭～⑯農業産出額平均）

／⑭～⑯農業産出額平均

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.２４７８）

「商工行政費」においては、都市と農山漁村

との交流や賑わいあふれるまちづくりに前向き

に取り組む地方公共団体において所要額の増加

が見込まれる観光振興関係経費や中心市街地活

性化等の商業振興関係経費について、小売業年

間商品販売額を成果指標として算定することと

された。

＜算式＞

（α－１）×連乗補正係数×γ

α：成果指標が全国平均以上であることによる

割増係数（１≦α≦２）

算式：１２.１９×当該市町村の成果指標＋１.０９０

成果指標：（⑯小売業年間商品販売額－

⑭小売業年間商品販売額）／

⑭小売業年間商品販売額×１／２

※小売業年間商品販売額

＝小売業年間商品販売額／住基人口

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.４８９６）

「徴税費」においては、平成１８年度まで行革

インセンティブ算定として適用されていたが、

今年度より「頑張る地方応援プログラム」の交

付税措置として適用することされた。

単位費用で措置された「徴税強化に要する経

費」については、徴税強化の取組状況によって

増減する性格であることから、その１／２相当

額について、①当該団体の徴収率の増減と②当

該団体の徴収率と全国平均の徴収率との差を均

等に反映して算定された。

「地域振興費」（経常態容補正Ⅰ）は、平成１８

年度までは行革インセンティブ算定として旧

「企画振興費（経常）」及び旧「その他の諸費

（経常・人口）」に適用されていたが、今年度よ

り「頑張る地方応援プログラム」の交付税措置

として地域振興費（人口）に適用することとさ

れた。
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単位費用で措置された「歳出削減に要する経

費」については、歳出削減の取組状況によって

増減する性格であることから、その１／２相当

額について、歳出削減比率を成果指標として算

定することとされた。また、行革努力による地

域振興への取組み強化に伴い増加する地域振興

関係経費について、歳出削減比率を成果指標と

して算定することされた。

＜算式＞

Ａ×（α×γ×０.５＋β×０.５）＋Ｂ×γ×

（θ－１）×（δ×０.１５＋０.８５）

Ａ：単位費用に占める歳出削減に要する経費の

割合（１０８１／１００００）

Ｂ：単位費用に占める地域振興関係経費の割合

（５０６１／１００００）

α：対象経費（人件費（退職金を除き、投資的経

費のうちの人件費を含む）、物件費、維持補

修費、補助費等及び繰出金）に係る当該団体

の削減率が、全国平均の削減率を上回ること

による割増（割落）係数（０≦α≦３）

算式：１＋（全国平均増減率－当該団体増減率）

増減率：（対象経費（ｎ－２）年度決算額－

（ｎ－５）年度決算額）／

（ｎ－５）年度決算額×１／３×１００

※①過去から継続的に経費削減を行っている団

体、②人口急増補正が適用される団体、③

（ｎ－５）年度から（ｎ－１）年度までに合併

した団体、④（ｎ－２）年に発生した激甚災

害の告示を受けた団体については、符号αに

よる割落しの対象外となっている。

β：歳出削減の取組み強化に要する経費の標準

団体一般財源の１／２相当額を基準として、

人口段階に応じて設定した額を算入するた

めの係数

γ：地域振興費の段階補正係数

θ：αと同じ。ただし、１≦α≦２

※条件不利地域において行革努力を行いつつ、

地域振興を積極的に行っている市町村につい

ては、更なる割増を行うこととし、α＞１の

団体のうち次の条件を満たす市町村について、

符号αの値を２倍して得た値をθとしている。

（対象市町村）

①過疎又は離島、財政力指数全国平均未満

②財政力指数全国平均未満、税収増加、第一

次産業就業者比率全国平均超

（①、②とも府内市町村該当なし）

δ：第１次産業就業者比率／０.０２３

※δは新型交付税導入に伴う変動額を最小限

にとどめるため経過的に適用しているもの

であり、今後、段階的に反映率を縮減する

こととされている。

「地域振興費」（経常態容補正Ⅱ）は、企業誘

致や定住促進等の地域振興に前向きに取り組む

地方公共団体において、所要額の増加が見込ま

れる地域振興関係経費について、①製造品出荷

額、②事業所数、③若年者就業率（変化率及び

絶対値）及び④転入者人口を成果指標として算

定することとされた。

＜算式＞

算式ア＋算式イ＋算式ウ＋算式エ

＜算式ア＞

（α－１）×段階補正係数×γ

α：成果指標（製造品出荷額）が全国平均以上

であることによる割増係数（１≦α≦２）

算式：１０.５５×当該市町村の成果指標＋１.０２５

成果指標：（⑯製造品出荷額－⑬製造品出荷額）

／⑬製造品出荷額×１／３

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.２４６４）

＜算式イ＞

（α－１）×段階補正係数×γ

α：成果指標（事業所数）が全国平均以上であ

ることによる割増係数（１≦α≦２）

算式：７３.４６×当該市町村の成果指標＋２.６３１

成果指標：（⑯事業所数－⑬事業所数）／

⑬事業所数×１／３

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.１７８３）

＜算式ウ＞

｛（α＋β）／２－１｝×段階補正係数×γ

α：成果指標（若年者就業率の変化率）が全国

平均以上であることによる割増係数
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（１≦α≦２）

算式：１４２.８６×当該市町村の成果指標＋１.２７１

成果指標：（⑰若年者就業率

－⑫若年者就業率）×１／５

β：成果指標（若年者就業率の絶対値）が全国

平均以上であることによる割増係数

（１≦β≦２）

算式：１９.１２×当該市町村の成果指標－１０.０６７

成果指標：⑰若年者就業率

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.１３９９）

＜算式エ＞

（α－１）×段階補正係数×γ

α：成果指標（転入者人口）が全国平均以上で

あることによる割増係数（１≦α≦２）

算式：（特別区・指定都市・中核市・特例市）

１.１５×当該市町村の成果指標＋０.９４４

（一般市）

０.７０×当該市町村の成果指標＋１.２３４

（町村）

０.３０×当該市町村の成果指標＋１.１８２

成果指標：（⑰転入者人口－⑭転入者人口）

×１／３

γ：単位費用に占める割増対象経費の割合（０.１６０３）

ｉｉ）その他

「林野水産行政費」の経常態容補正は、林業

及び漁業の各産業別従業者１人当たりの所要一

般財源の差を反映するための補正である。単位

費用同様、平成１９年度から鉱業の財政需要を算

定しないこととされたことに伴い、鉱業従業者の

１人あたりの所要一般財源の要素が廃止された。

＜算式＞

１／Ａ×（Ｂ×４.０９＋Ｃ×３.０９）

Ａ：当該市町村の林業及び漁業の就業者数

Ｂ：当該市町村の林業の就業者数

Ｃ：当該市町村の漁業の就業者数

②　段階補正

段階補正は、人口等の測定単位の増減に応じて、

単位当たりの費用が割安又は割高になることを補

正するものである。

「高齢者保健福祉費（６５歳以上人口）」「徴税費」

「戸籍住民基本台帳費」においては、平成１７年度

国勢調査（確定値）が公表され、標準団体行政規模

が見直されたことにより、段階区分が見直された。

「包括算定経費（人口）」においては、人口規模

のコスト差を反映するために、段階補正が適用され

た。具体的な段階補正係数は以下のとおりである。

③　数値急増補正

ア　人口急増補正

人口急増補正については、人口を測定単位と

するものについて、平成１０年度から「その他の

諸費（人口・経常）」において包括的に算入され

ていたが、今年度より、従来の人口急増補正Ⅱ

（投資割増）により反映していた財政需要も含め

て、各費目における増加需要額を「地域振興費

（人口）」において一括して算定している。

本補正は、測定単位である人口の国勢調査時

から今年度の算定基準日である平成１９年４月１

日までの人口の増加を反映させるもので「数値

代置方式」と呼ばれている。

平成１２年度までは全国平均増加率以上の団体

が対象とされていたが、人口全体の増加率が以

前より低くなっていること等から、平成１３年度

より、住民基本台帳登載人口の増加率が人口増

加団体における平均増加率を超える団体につい

てのみ適用することとされた。今年度は、平成

１７年９月３０日から平成１９年３月３１日までの住民

基本台帳登載人口の増加率が人口増加団体にお
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ける平均増加率（１.００８）を超える市町村につ

いて適用された。

＜算式＞

人口急増補正係数－１＝（Ａ／Ｂ－１.００８）×α

Ａ：平成１９年３月３１日現在の住民基本台帳登載

人口

Ｂ：平成１７年９月３０日現在の住民基本台帳登載

人口

α：３５.７

イ　６５歳以上人口急増補正Ⅰ

６５歳以上人口急増補正Ⅰは、６５歳以上人口

を測定単位とする「高齢者保健福祉費（６５歳以

上人口）」に適用される。その考え方は、人口急

増補正と同様「数値代置方式」であり、国勢調

査以降の６５歳以上人口の増加に伴う財政需要の

増加を基準財政需要額に反映させるための補正

である。

平成１３年度までは住民基本台帳登載６５歳以上

人口が全国平均増加率を超える団体について対

象とされていたが、平成１４年度より同人口の増

加団体における平均増加率（平成１９年度につい

ては１.０３４）を超える市町村に適用することと

された。

なお、この補正は、「高齢者保健福祉費」が創

設された平成６年度から適用されているが、当

時は算定年度の４月１日の数値を用いて算定し

ていた密度補正が適用される経費が、当該費目

の需要額に占める割合が低かったため、単位費

用全体に乗じられてきた経緯がある。しかしな

がら、近年、密度補正経費の割合が急増してい

ることから、平成１６年度より急増補正の割増対

象は密度補正が適用されない単位費用部分に限

定されており、平成１９年度においては０.４４５（昨

年度０.４４６）を乗じて算出された。

また、旧「高齢者保健福祉費（投資・６５歳以

上人口）」に適用されていた６５歳以上人口急増

補正（投資割増）については、廃止することと

された。

＜算式＞

６５歳以上人口急増補正Ⅰ係数－１＝（Ａ／Ｂ－１.０３４）×０.４４５

Ａ：平成１９年３月３１日現在の６５歳以上の住民基

本台帳登載人口

Ｂ：平成１８年３月３１日現在の６５歳以上の住民基

本台帳登載人口

標準団体一般財源（１,７０９,１９４千円）－急増補正対象外経費（９４９,０３６千円）
０.４４５：――――――――――――――――――

標準団体一般財源（１,７０９,１９４千円）

ウ　７５歳以上人口急増補正Ⅰ

７５歳以上人口急増補正Ⅰは、７５歳以上人口

を測定単位とする「高齢者保健福祉費（７５歳以

上人口）」に適用される。その考え方は、人口急

増補正と同様「数値代置方式」であり、国勢調

査以降の７５歳以上人口の増加に伴う財政需要の

増加を基準財政需要額に反映させるための補正

である。

この急増補正については、平成１８年３月３１日

から平成１９年３月３１日までの７５歳以上人口の増

加団体の平均増加率（１.０４３）を超える市町村

について適用されている。

＜算式＞

７５歳以上人口急増補正Ⅰ係数－１＝Ａ／Ｂ－１.０４３

Ａ：平成１９年３月３１日現在の７５歳以上の住民基

本台帳登載人口

Ｂ：平成１８年３月３１日現在の７５歳以上の住民基

本台帳登載人口

エ　世帯数急増補正

世帯数急増補正は、世帯数を測定単位とする

個別算定経費（「徴税費」及び「戸籍住民基本台

帳費（世帯数）」）に適用され、その考え方は人

口急増補正と同様の「数値代置方式」であり、

世帯数の増加に伴う財政需要の増加を基準財政

需要額に反映させるための補正である。

平成１３年度までは全国平均増加率以上の世帯

数増加団体が対象であったが、平成１４年度から、

国勢調査以降の住民基本台帳登載世帯数の増加

率が世帯数増加団体における平均増加率を超え

る市町村にのみ適用することとされた。

今年度は、平成１７年９月３０日から平成１９年３

月３１日までの住民基本台帳登載世帯数の増加率

が世帯数増加団体における平均増加率（１.０１９）
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を超える市町村について適用された。

＜算式＞

世帯数急増補正係数－１＝Ａ／Ｂ－１.０１９

Ａ：平成１９年３月３１日現在の住民基本台帳登載

世帯数

Ｂ：平成１７年９月３０日現在の住民基本台帳登載

世帯数

④　数値急減補正

ア　人口急減補正

人口急減補正については、人口を測定単位と

する経費に適用され、平成１９年度より人口急増

補正と同様に、「地域振興費（人口）」において

包括的に算入されている。

本補正は、人口の急減する市町村が、人口変

動の少ない同規模の市町村に比べて、人口１人

当たりの単価が割高となるため、減少人口の一

定割合を復元させるためのものである。

これは、人口が急減する市町村では、人口減

少に応じて直ちに経費の削減を図ることは困難

であり、測定単位の減少に即応して基準財政需

要額が減少すると、財政運営に支障を来す恐れ

があることから激変緩和措置として設けられて

いるものである。

平成１２年度から平成１７年度までの国勢調査人

口の減少を基礎とした算式となっており、平成

１９年度における復元率は０.７（昨年度０.９）とし

ている。

なお、対象は平成１８年度と変わらず人口減少

団体の平均減少率（１.０２８）を超える団体とさ

れた。

＜算式＞

人口急減補正係数－１＝

（Ｂ／Ａ－１.０２８）×２９.２×α

Ａ：平成１７年国勢調査人口

Ｂ：平成１２年国勢調査人口

α：０.７

イ　学級数・学校数急減補正

学級数・学校数急減補正は、測定単位である

「学級数・学校数」の急激な減少に伴う需要額の

激変緩和措置として適用される。学級数につい

ては、具体的には算定年度の前年から３年前ま

での各年度の数をいずれも下回る団体について、

前年の減少分の９０％、２年前の減少分の６０％、

３年前の減少分の３０％がそれぞれ復元されるも

のである。

学校数については、平成１９年度より、小・中

学校の統廃合に要する経費を学校の減少数を指

標として算定することとして、学校数急減補正

の適用期間を３年から５年（平成１９年度は経過

措置として４年）に延長し、学校数減少後２年

間（同１年間）は、従来の学校数により、学校

の統廃合がなかった場合と算定額を同額にする

こととされた。

＜算式＞

学級数急減補正係数－１＝

１／Ａ×｛（Ｂ－Ａ）×０.９＋（Ｃ－Ｂ）×０.６

＋（Ｄ－Ｃ）×０.３｝

（注）（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、又は（Ｄ－Ｃ）が負数と

なるときは、それぞれ０とする。

（注）Ａの数値がＢ、Ｃ、Ｄのいずれの数値以上となると

きは（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、（Ｄ－Ｃ）は０とする。

Ａ：測定単位の数値（学級数）

Ｂ：平成１８年５月１日現在の測定単位の数値

（学級数）

Ｃ：平成１７年５月１日現在の測定単位の数値

（学級数）

Ｄ：平成１６年５月１日現在の測定単位の数値

（学級数）

＜算式＞

学校数急減補正係数－１＝

１／Ａ×｛（Ｂ－Ａ）×１.０＋（Ｃ－Ｂ）×０.９

＋（Ｄ－Ｃ）×０.６＋（Ｅ－Ｄ）×０.３｝

（注）（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、（Ｄ－Ｃ）又は（Ｅ－Ｄ）

が負数となるときは、それぞれ０とする。

（注）Ａの数値がＢ、Ｃ、Ｄ、Ｅのいずれの数値以上と

なるときは（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、（Ｄ－Ｃ）及び

（Ｅ－Ｄ）は０とする。

Ａ：測定単位の数値（学校数）
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Ｂ：平成１８年５月１日現在の測定単位の数値

（学校数）

Ｃ：平成１７年５月１日現在の測定単位の数値

（学校数）

Ｄ：平成１６年５月１日現在の測定単位の数値

（学校数）

Ｅ：平成１５年５月１日現在の測定単位の数値

（学校数）

ウ　農家数急減補正

農家数急減補正は、測定単位である「農家数」

の置き換えに伴う「農業行政費」の激変緩和措

置として適用されるものであり、平成１８年度よ

り、農林業センサスの更新に伴い、２０００年世界

農林業センサスによる農家数と２００５年農林業セ

ンサスによる農家数を比較し、その間の減少数

の一定割合が復元されることとなった。その復

元率は７０％（平成１８年度は９０％）である。激変

緩和の性格上、年次進行により順次逓減される

ことになる。

＜算式＞

農家数急減補正係数－１＝｛（Ｂ－Ａ）／Ａ｝×０.７

Ａ：２００５年農林業センサスによる農家数

Ｂ：２０００年世界農林業センサスによる農家数

エ　従業者数急減補正

従業者数急減補正は、測定単位である「林業

及び水産業の従業者数」の置き換えに伴う「林

野水産行政費」における激変緩和措置として適

用されるものである。平成１７年国勢調査（確定

値）公表に伴い、平成１２年国勢調査による従業

者数と平成１７年国勢調査による従業者数を比較

し、その間の減少数の一定割合を復元すること

としている。平成１９年度の復元率は８０％である。

＜算式＞

数値数急減補正係数－１＝

１／Ａ｛（Ｄ／Ｂ－１.５６４）×Ｂ×４.０９

＋（Ｅ／Ｃ－１.１９６）×Ｃ×０.３０｝×０.８

Ａ：平成１７年国勢調査による「林業及び漁業の

就業者数」

Ｂ：平成１７年国勢調査による「林業の就業者数」

Ｃ：平成１７年国勢調査による「漁業の就業者数」

Ｄ：平成１２年国勢調査による「林業の就業者数」

Ｅ：平成１２年国勢調査による「漁業の就業者数」

数値急増・急減補正による今年度の府内の増

加需要額は第９表のとおりである。

⑤　密度補正

今年度の密度補正単価は第１０表のとおりで、主

な改正点は次のとおりである。

ア　下水道費

維持管理経費の実態を反映させるため、排水

人口・排水面積・施設の種類による密度補正が

適用されているが（下表参照）、今年度も実態を
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勘案し、排水人口当たり単価と排水面積当たり

単価、公共下水道に対する各施設の維持管理経

費比率が見直された。なお、排水人口で算入さ

れる需要額と排水面積で算入される需要額の比

率は、昨年度と同様０.５０：０.５０とされた。

イ　その他の土木費

平成１７年度に一般財源化された公営住宅家賃

収入補助及び平成１８年度に一般財源化された公

営住宅家賃対策等補助を的確に算定するため、

公営住宅家賃収入補助相当額及び公営住宅家賃

対策等補助相当額を基礎とする密度補正が適用

されている。

ウ　生活保護費

密度補正においては、生活扶助基準の改定等

に伴い、被生活保護者一人当たり単価、各種扶

助間の単価差率及び各種扶助人員の推計伸率に

ついて改定されるが、今年度については、１８年

度算定における「その他の扶助」に係る被生活

保護者数が被生活保護者の実数を大きく上回っ

たため、「その他の扶助」のみ過大過小措置の対

象外とされた。

また、扶助区分ごとに設けられている乗率は、

単価差率に人員の推計伸び率を乗じて得られる

が、「その他の扶助」については、従来と同様に

積算すると平成１８年度に比して激減する結果と

なるため、激変緩和の観点から、本来の乗率に

平成１８年度の乗率と本来の乗率の差の２分の１

に相当する率を加算した率を用いることとされた。

エ　社会福祉費

児童手当については、今年度の制度拡充に伴

い児童手当に係る密度補正も改正された。

（第１１表）

また、障害者自立支援法の全面施行に伴い、

従来の知的障害者の施設利用者数による密度補

正から、障害者支援施設訓練等支援費支給決定

者数による密度補正に改められた。
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オ　保健衛生費

密度補正Ⅰのうち、病院経費については、病

床数単価が４９５千円に改定された。

密度補正Ⅱのうち、財政安定化支援事業につ

いては、繰り出し対象経費の見直しに伴い、算

式が改められた。（第１２表・第１３表）

カ　高齢者保健福祉費（６５歳以上人口）

介護給付負担金に係る密度補正については、

地域密着型サービス受給者数を居宅介護サービ

ス受給者数に含めて算定することとされた。

キ　農業行政費

農地・水・環境保全向上対策の実施に伴い、

今年度より、農地（田・畑・草地）の面積に応

じた密度補正Ⅱが適用された。（第１４表）

また、従来、農道の維持改修や草地開発事業

の必要度を反映するため、旧「農業行政費（投

資）」において、農道延長や牧場面積に応じた投

資補正を適用していたが、今年度より農道延長

や牧場面積に応じた密度補正Ⅲが農業行政費に

適用されている。

ク　商工行政費　

全産業就業者に占める第２次・第３次産業就

業者数の割合が大きい団体について経費の割増

をしていた密度補正について、今年度より算定

の簡素化の観点から廃止された。

ケ　地域振興費

従来、米軍及び自衛隊の基地が所在することに

よる財政需要について、米軍人口及び基地面積に

応じて算入する密度補正を旧「その他の諸費（経

常・人口）」に適用していたが、今年度より「地

域振興費（人口）」に適用することとされた。

また、地方公務員に支給する児童手当の増加

に対応するものとして、旧「その他の諸費（経

常・人口）」に適用されていた密度補正も、今年

度より「地域振興費（人口）」に適用された。

さらに、旧「企画振興費」に適用されていた

外国青年招致人員に係る密度補正についても、

今年度より「地域振興費（人口）」に適用される

こととなった。なお、平成１９年度の算入率は

０.８（平成１８年度１.０）とされた。

⑥　投資補正

投資補正は、測定単位の多寡等により投資的経

費の割増しを行うものであり、現在「道路橋りょ

う費」の他６費目において適用されている。

改正点の主なものは、以下のとおりである。

ア　道路橋りょう費

平成１６年度に道路整備に係る長期計画の改定

に伴って、投資補正Ⅰの各指標に係る乗率が第
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１５表のとおり改定されている。

イ　都市計画費

平成１６年度より、割り増しの基準値について

は、従来の大都市の全地目平均の土地価格から、

大都市の可住地平均の土地価格を用いることと

された。

この見直しによる激変を緩和するため、平成

１５年度の土地価格比率係数を下回る団体につい

ては、平成１５年度係数の２割（昨年度４割）と

平成１９年度係数の８割（同６割）の合計値を用

いることとされている。

ウ　公園費

投資補正の算式中の土地価格比率の反映に係

る乗率の算定において、土地価格比率の割増基

準値が平成１８年度概要調書の数値に基づき見直

されている。

エ　下水道費

高資本費対策に必要な経費を措置するため、

地方公営企業繰出基準による公費負担額の一部

が算入されている。

平成１９年度においては、繰出基準の改正を受

けて、使用料対象資本費単価が４６円／ｍ３以上、

使用料が１３２円／ｍ３以上の下水道事業について、

使用料対象資本費単価（その額に応じた乗率を

乗じて得た額）、有収水量及び使用料単価による

割落率を乗じて得た額が、供用開始後２５年まで

は０.４５、２６年から３０年までは０.０９の算入率に

より算入されている。

オ　地域振興費

航空機燃料譲与税や事業者税見合いの財政需

要等を算入するものであり、人口や空港関係市

町村の世帯数等を用いて補正係数を算出するこ

ととしている。

これらの財政需要は、平成１８年度においては、

旧「公園費（投資）」に適用されていた投資補正

及び旧「その他の土木費（投資）」に適用されて

いた投資補正により算入されていたものである。

なお、旧「その他の土木費」に適用されてい

た昼間人口を基準とする投資態容補正は、投資

的経費の縮減に対応した補正の重点的見直し及

び昼間流入人口の多い大都市と他の大都市間で

投資的経費の差異が認められなくなっており、

算定の簡素化の観点から廃止された。

⑦　事業費補正

事業費補正とは、公共事業の地方負担額や地方債

の元利償還金等を用いて、実際の投資的経費に係る

財政需要を交付税算定に反映させる補正である。

事業費補正については、基本方針２００５において

「基準財政需要額に対する地方債元利償還金の後年

度算入措置を各事業の性格に応じて見直す」とさ

れたことを踏まえ、これまで道府県分を中心に見

直しが進められてきたが、平成１９年度においては、

市町村分の事業費補正の見直しに着手することと

され、住宅市街地総合整備促進事業債について、

平成１９年度に同意又は許可を得て発行するものか

ら事業費補正の適用を廃止することとされた（算

定上の反映は平成２０年度から）。

また、三位一体改革への対応として、税源移譲

の対象となる施設整備費の国庫補助負担金のうち

特別の地方債（施設整備事業債）が充当されるも

のについては、従来の国庫補助金相当分に特別の

地方債を充当するとともに、後年度、その元利償

還金の全額を基準財政需要額に算入されることと

なっていたが、平成１９年度より実際に算入が開始

された。

個別費目別の改正点のうち、主なものは次のと

おりである。なお、算入率については第１６表に示

している。

ア　消防費

三位一体の改革により一般財源化された消防

防災設備整備費補助金に係る施設整備事業債の

元利償還金が新たに算入された。

イ　下水道費

平成１８年度から、下水道事業の資本費（元利

償還金）について、合流式と分流式に区分した

上で、雨水分に対する繰出基準を実態に見合っ

た水準に見直すとともに、新たに汚水公費分と

して分流式の元利償還金に対して処理区域内人

口密度等に応じて繰出基準が設けられた。

これに伴い、既発債の元利償還金については、
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見直し前の公費負担率と見直し後の公費負担率

の差について、下水道事業債（特別措置分）の

発行が認められることとされたが、平成１９年度

から元利償還金の算入が開始された。

なお、処理区域内人口密度が２５未満の区分に

あっては、見直し前の公費負担率と見直し後の

公費負担率に差がないが、見直し後の考え方に

よると算入率が０.０１引き下げられることとなる

ので、既発債については、従来どおりの算入率

とされた。

平成１８年度同意等額については、見直し後の

考え方に基づき、平成１７年度以前許可債と異な

る算入率となっている。

ウ　その他の土木費

平成１９年度から、地震防災特別措置法に基づ

き国庫補助率のかさ上げが行われる、地震防災

対策事業に充てた地方債の元利償還金の５０％が

新たに算入された。

エ　小・中学校費

三位一体の改革により一般財源化された公立

学校施設整備補助金に係る施設整備事業債の元

利償還金が、新たに算入された。

オ　社会福祉費

三位一体の改革により一般財源化された次世

代育成支援対策施設整備交付金及び社会福祉施

設等施設整備補助金・負担金に係る施設整備事

業債の元利償還金が新たに算入された。

カ　高齢者保健福祉費（６５歳以上人口）

三位一体の改革により一般財源化された地域

介護・福祉空間整備等施設整備交付金に係る施

設整備事業債の元利償還金が新たに算入された。
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⑧　種別補正

種別補正は、測定単位のうちに種別があり、そ

の種別ごとに単位当たりの費用に差があるものに

ついて、その費用の差に応じて測定単位の補正を

行うものである。

「道路橋りょう費（面積）」において、国府県道

に係る種別補正係数の区分が次のとおり改正され

た。

「高等学校費」において、単位費用の改定等に

伴い、教職員数を測定単位とするもの及び生徒数

を測定単位とするものについて、種別補正係数が

次のとおり改定された。

なお、施設整備費の一部が生徒数を測定単位と

するものにおいて算定されることなったことに伴

い、全日制、定時制及び単位制に属する生徒につ

いては、学科ごとに適用される補正係数が異なる

こととされた。

公債費については、年次進行に伴う理論償還額

の変動を反映するよう各年度許可債の種別補正係

数が変更されている。なお、市場公募債の理論償

還期間が平成１７年度許可債から３０年に延長されて

いる。

ア　補正予算債償還費

平成１０年度以前許可債については、大きな変

更はない。

88 自治大阪 ／ 2008 － 2

「高等学校費（教職員数）」の種別補正係数

「高等学校費（生徒数）」の種別補正係数

00自治大阪2008.2月号  08.2.25 4:50 PM  ページ 88



平成１１年度以降許可債に係るものについては、

市場公募団体における平成１１年度許可債の理論

償還費を基礎として、種別補正係数が次のとお

り改定された。

なお、基準財政需要額には、平成１１年度及び

平成１２年度許可債に係る元利償還金については

８０％を算入し、平成１３年度以後の許可債に係る

元利償還金については、各々の年度当初におけ

る地方負担額に係る算入率に応じて算入するこ

ととされている。

イ　地方税減収補てん債償還費

昭和６１年度許可債の市場公募団体の理論償還

費を基礎として、種別補正係数が次のとおり改

定された。

ウ　臨時財政特例債償還費

昭和６３年度許可債の理論償還費を基礎として、

種別補正係数が次のとおりとされた。

エ　財源対策債償還費

平成６年度許可債の市場公募団体の償還費を

基礎として、種別補正係数が次のとおり改定さ

れた。
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オ　減税補てん債償還費

平成１０年度許可債の市場公募団体の償還費を

基礎として、種別補正係数が次のとおり改定さ

れた。

カ　臨時財政対策債償還費

平成１３年度許可債の市場公募団体の償還費を基

礎として、種別補正係数が次のとおり改定された。
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包括算定経費（面積）において、土地利用形態コ

スト差を反映するため、宅地の面積を基礎として、

種別補正が適用された。

（４）臨時財政対策債

臨時財政対策債の発行可能額は、昨年度と同様、

臨時財政対策債発行可能額を算定するための「単価」

を設けた上で、これに「各地方団体の人口」及び

「補正係数」を乗じることで算定されている。なお、

臨時財政対策債発行可能額の算出に用いる補正係数に

ついては、今年度は平成１８年度の臨時財政対策債発行

可能額の算出に用いた補正係数と同一の率とされた。

算式は、以下のとおりである。

＜算式＞

Ａ×Ｂ×α×Ｃ

Ａ：人口

Ｂ：平成１８年度の補正係数と同一の率

Ｃ：単価（８,１１６円）

α：総額に合わせ付けるための率（調整率）１.００３２２３４

２．基準財政収入額

基準財政収入額の算定については、平成１９年度地

方財政計画における収入見込額等を基礎として、地

方税法の改正等に伴う算定方法の改正並びに年次進

行に伴う基礎数値の置き換え等によって行われた。

算定方法の主な改正点は次のとおりである。

① 平成１７年地方税法改正により、平成１８年度以

降、６５歳以上の者で合計所得金額が１２５万円以下

のものに対する個人住民税の非課税措置が段階的

に廃止されることとなったことから、これに係る

均等割を区分して算定を行うこととされた。

② 三位一体改革の一環として平成１９年に３兆円

規模の所得税から個人住民税への税源移譲が行

われ、個人住民税所得割は１０％比例税率化され

たところであるが、この税源移譲によって財政

力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政

運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に

伴う影響額を当分の間基準財政収入額に１００％算

入することとされた。

③ 平成１９年度の児童手当制度における制度拡充

（０歳から３歳未満の児童に対する児童手当の月

額を一律１万円に増額）に伴う地方負担の増加

について、地方特例交付金で設置される額を基

準財政収入額に１００％算入することとされた。

④ 恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補

てんしていた減税補てん特例交付金が平成１８年

度をもって廃止されることに伴う経過措置とし

ての特別交付金について、基準財政収入額に７５％

算入することとされた。

（１）市町村民税所得割

市町村民税所得割の基準税額は、いわゆる一般所

得課税分、退職所得分離課税分及び分離譲渡所得課

税分にそれぞれ区分して算定することとされている。

一般所得課税分に係る理論納税義務者１人当たり

の単位税額については、１２９,４００円とされたところで

ある。昨年は１２０,７００円であったので７.２％（８,７００

円）の増となっている。

各市町村の補正率の基礎数値となる単位税額は、

前年度の課税状況調を基礎に算出することとされて

いるが、その実績は第１７表のとおりである。そして、

各市町村の単位税額補正率は、当該市町村の単位税

額をそれぞれ全国平均の単位税額（１２８,５８３円）で

除することにより算出される。

なお、税源移譲に伴う財政力格差が拡大しないよ

う、平成１９年度以降、当分の間、個人住民税のうち

所得税からの税源移譲に伴う影響額を基準財政収入

額に１００％算入することとされた。具体的には、税

源移譲後の個人住民税所得割の収入見込額の７５％相
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当額に、税源移譲に伴う影響額の２５％相当額を加算

した額とされている。

（２）市町村民税法人税割

市町村民税法人税割の推計基準税額の算定につい

ては、前年度（４月～３月）の調定実績に推計伸率

を乗じて算出する方法により算定されている。

この推計伸率は、平成１８年度地方財政計画におけ

る法人税割の収入見込額を基礎として各団体の税収

実績等を勘案し、指定都市にあっては１.１９、その他

の市町村は１.１６とされた。

推計伸率及び清算方法の推移については第１８表のと

おりである。清算方法については、１８年度分は１／

３、１７年度分は当該未清算額の１／２、１６年度分は

当該未清算額の残り全額を清算することとされた。

また、府内市町村の基準税額等については、第１９

表のとおりである。

なお、平成１９年１１月末現在の府内市町村の調定見

込額を見ると、ほとんどの市町村で企業収益が好転

していることから、前年比で２.６％の増となってい

る。来年度の普通交付税の予算見積りに際しては、

地方財政計画のほか、大企業、その他地元企業の決

算の状況、今後の景気動向などを見極めつつ、また

精算額にも十分に配慮する必要がある。

（３）固定資産税

固定資産税の基準税額は、土地、家屋及び償却資産

に係るものの合計額である。なお、固定資産税の土地
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及び家屋の基準税額の算定に関して用いている単位当

たり平均価格については、概要調書に記載されるべき

単位当たり平均価額を用いることとされている。

（４）利子割交付金

前年度の交付実績額に乗ずる推計伸率は、地方財

政計画等を勘案して１.０５６とされた。

清算方法については、１８年度分は１／３、１７年

度分は当該未精算額の１／２、１６年度分は当該未精

算額の残り全額を清算することとされた。また府内

の基準額等については第２０表のとおりである。

（５）配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金

前年度の交付実績額に乗ずる推計伸率は、地方財

政計画等を勘案して配当割交付金が０.８２７、株式等

譲渡所得割交付金が１.３４８とされた。

平成１９年度には、地方分権改革推進法により第二次

改革がスタートした。地方分権改革推進委員会によっ

て、５月に「基本的な考え方」が、１１月に「中間的

な取りまとめ」が示され、国による義務付け・枠付

け、関与の見直しや条例上書き権の拡大などの考え方

が示されたところである。また、国と地方の税源配分

を５：５とすることを現実的な選択肢とするなど、更

なる税源移譲も期待される。また一方、これまでの三

位一体改革に伴う税源移譲とともに、最近の景気拡大

や人・モノ・金・情報の一極集中と相まって、都市と

地方の財政格差の問題がにわかにクローズアップされ

ている。平成１８年５月には地方６団体から、地方共有

税構想の提案がなされるなど、交付税も含めた税源に

ついての議論が交わされているところでもある。

そのような中、国の平成２０年度当初予算編成におい

ては、次のことが地方にとっても大きな焦点となっ

た。１つは、景気の回復により明らかになってきた、

法人二税を中心に税源が都市に偏在している問題であ

る。その格差の解消方法について、法人二税のみでの

水平調整によるのか、それとも地方消費税の拡充も含

めて行うのかなど、様々な議論が繰り広げられた。

これについては、消費税の見直しが見送られたこ

ともあり、結局地方税の偏在是正としては、法人事

業税の一部を分離し、地方法人特別税・地方法人特

別譲与税を創設することで、国が各都道府県に再配

分するという水平調整で是正を図ることになった。

もう１つは「基本方針２００６」との関係である。「基本

方針２００７」では、「歳出全般にわたって、これまで行っ

てきた歳出改革の努力を決して緩めることなく、国、地

方を通じ、引き続き「基本方針２００６」に則り、最大限

の削減を行う。」との方針が示されている。そのための

手法として、地方公務員人件費の削減や、地方単独事

業の見直しが求められている。一方で、交付税総額の

増額を求める声もあり、その規模が問題となった。

平成２０年度の地方財政対策では、新たに歳出の特別

枠として「地方再生対策費（４,０００億円）」が創設さ

れたことなどにより、一般財源総額、さらに地方交付

税は対前年度比で増となった。ただし、地方再生対策

費を除くと、地方財政計画の規模はマイナスとなって

おり、加えて、地方再生対策費の財源は先述の偏在是

正により生じる効果額を充てることとされている。

さらに、平成２０年度の交付税の増は、平成１９・２０

年度に予定されていた交付税特別会計借入金の償還

を先送りすることにより実現したものである。つま

り、国の厳しい財政事情の中で財源捻出を図り、確

保されたものであることに留意しなくてはならない。

また「基本方針２００６」の考え方は維持されており、

さらなる歳出削減努力が必要な状況に変わりはない。

今回の税源偏在是正措置は「当分の間」とされて

おり、今後、消費税・地方消費税の取扱いも含めて

再び議論されることになる。また、分権改革が進展

し、国の関与の縮減が進めば、包括算定経費の拡大

も予定されている。こうした動き如何では、地方交

付税も含めた地方税財政制度は大きく変わる可能性

もあり、市町村においても注視していく必要がある。

今、地方財政健全化法の成立もあり、住民の地方

財政への注目度は高まりを見せている。今後、分権

改革や税源移譲、税源偏在是正が進んでいけば、地

方自治体は、従来にもまして財政の健全性が求めら

れるとともに、限られた財源の中で自らの特徴を生

かした地域づくりや行政運営をより一層求められる

ことになる。こうした住民からの信託に応えていく

ためには、まさに市町村の経営能力が問われている。

Ⅴ おわりに
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